
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成21212121年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

北海道 更別村北海道 更別村北海道 更別村北海道 更別村人 口面 積標準 財政 規模歳 入 総 額歳 出 総 額実 質 収 支 3,477176.452,790,3686,525,4156,313,404192,375 人(H22.3.31現在)ｋ㎡千円千円千円千円当　該　団　体　値類似団体内平均値類似団体内の 最大値及び最小値財政力財政力財政力財政力財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.23][0.23][0.23][0.23]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位21/12321/12321/12321/123全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均0.550.550.550.55北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均0.270.270.270.270.000.300.600.901.201.50

0.050.050.050.05
1.081.081.081.08
0.180.180.180.180.190.190.190.190.190.190.190.190.190.190.190.190.180.180.180.18 H21H20H19H18H17 0.230.230.230.230.250.250.250.250.250.250.250.250.250.250.250.250.230.230.230.23

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [83.0%][83.0%][83.0%][83.0%]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位61/12361/12361/12361/123全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均91.891.891.891.8北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均91.291.291.291.2

(%)
110.0100.090.080.070.060.050.0

97.097.097.097.0
61.561.561.561.581.981.981.981.984.984.984.984.987.487.487.487.487.787.787.787.787.787.787.787.7 H21H20H19H18H17 83.083.083.083.085.685.685.685.686.586.586.586.586.786.786.786.783.583.583.583.5

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[411411411411,,,,560560560560円円円円]]]]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位92/12392/12392/12392/123全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均115,856115,856115,856115,856北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均北海道市町村平均135,392135,392135,392135,392

(円)
2,500,0002,000,0001,500,0001,000,000500,0000 1,842,3801,842,3801,842,3801,842,380

155,106155,106155,106155,106318,168318,168318,168318,168298,597298,597298,597298,597300,655300,655300,655300,655296,888296,888296,888296,888306,857306,857306,857306,857
H21H20H19H18H17

411,560411,560411,560411,560375,232375,232375,232375,232380,764380,764380,764380,764383,796383,796383,796383,796381,105381,105381,105381,105
給与水準   給与水準   給与水準   給与水準   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [97.8][97.8][97.8][97.8]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位106/123106/123106/123106/123全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均98.898.898.898.8全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均95.195.195.195.1120.0110.0100.090.080.070.060.0
102.8102.8102.8102.8
71.471.471.471.493.593.593.593.593.193.193.193.192.892.892.892.892.592.592.592.592.592.592.592.5

H21H20H19H18H17 97.897.897.897.897.797.797.797.799.699.699.699.697.597.597.597.594.594.594.594.5
定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[20202020....71717171人人人人]]]]

類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位63/12363/12363/12363/123全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均7.337.337.337.33北北北北海海海海道道道道市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均8.228.228.228.22
(人)

100.0080.0060.0040.0020.000.00
82.6282.6282.6282.62
8.168.168.168.1619.4419.4419.4419.4419.3519.3519.3519.3519.3019.3019.3019.3019.3819.3819.3819.3819.4819.4819.4819.48

H21H20H19H18H17
20.7120.7120.7120.7120.8220.8220.8220.8221.7321.7321.7321.7321.2021.2021.2021.2022.1222.1222.1222.12

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [10.3%][10.3%][10.3%][10.3%]
類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位19/12319/12319/12319/123全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均11.211.211.211.2北北北北海海海海道道道道市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均13.713.713.713.7

(%)
40.030.020.010.00.0

28.428.428.428.4
△ 0.2△ 0.2△ 0.2△ 0.214.514.514.514.515.915.915.915.916.416.416.416.416.116.116.116.114.114.114.114.1

H21H20H19H18H17
10.310.310.310.311.411.411.411.411.611.611.611.611.511.511.511.510.810.810.810.8

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [-%][-%][-%][-%]
類類類類似似似似団団団団体体体体内内内内順順順順位位位位1/1231/1231/1231/123全全全全国国国国市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均92.892.892.892.8北北北北海海海海道道道道市市市市町町町町村村村村平平平平均均均均116.4116.4116.4116.4

(%)
300.0200.0100.00.0

213.7213.7213.7213.7
0.70.70.70.711.211.211.211.229.029.029.029.046.246.246.246.2

H21H20H19H18H17

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は　 1月31日現在のもの
財政力財政力財政力財政力財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況 給与水準給与水準給与水準給与水準   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較）））） 定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況
公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均
更別村更別村更別村更別村※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

40404040以下以下以下以下6060606080808080100100100100120120120120140140140140以上以上以上以上

分析欄分析欄分析欄分析欄[[[[財政力財政力財政力財政力]]]]財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数　類似団体平均を0.05上回っており、景気低迷により法人所得、給与所得は減少傾向にあるが、堅調な農業経営を軸とした農家所得が順調に増加するとともに、村内企業の大型設備投資、農家の償却資産等が増加している。滞納分の徴収強化など更なる自主財源の確保に努める。[[[[財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性]]]]経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率　類似団体と比較し、0.11上回っているが、物件費、維持補修費等の増加のため徐々に悪化傾向にある。このため、施設のあり方、適正な人員配置・計画的職員採用による人件費の圧縮と日額臨時職員の雇用形態変更による賃金圧縮等、今後も経常経費の圧縮に努め、比率の適正化に努める。[[[[人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況]]]]人口人口人口人口１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額　類似団体平均を29.3％上回っているため、人件費は適正な人員配置の見直しにより圧縮に努めるとともに、村内施設の管理費等が大部分を占める物件費についても委託内容の見直し、使用方法の検討を加えながら極力圧縮に努める。
[[[[給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度]]]]ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数　職員給与の独自削減を行っているが、なお類似団体平均を4.3ポイント上回っている。　しかしながら、指数上昇の大きな要因となっている年齢構成（対象職員の多くが50歳以上であり、その大半が管理職）の是正を図るため計画的職員採用を進めるとともに、総人件費抑制のため、退職者の一部不補充を実施し、適正化に努める。[[[[将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況]]]]将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率　基金総額及び各種使用料等の充当可能財源が将来負担額を大きく上回っているため、比率が発生しない。　また、現在の総合計画における建設事業計画や基金の見込み、職員総数等の減少による退職金等の減少により、大きな反動は無いものと考えられる。[[[[公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況]]]]実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率　　財政の健全化を図るために計画的に繰上償還等を実施、債務負担行為の抑制、大型投資事業の適切な取捨選択に努めた結果、類似団体平均を4.2ポイント下回るとともに、今後とも現行水準を上回らないよう適切な事業執行に努めていく。

[[[[定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度]]]]人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりのたりのたりのたりの職員数職員数職員数職員数　過去より人員削減を行なっているが、なお、類似団体平均を1.27人、全国市町村平均を13.38人上回っている。　しかしながら、現在微増ながら人口が増加している要因である児童福祉部門、医療部門の更なる充実を図らなければならないため職員数のこれ以上の減少が難しい状況であるが、定員配置の適正化に努め、退職者一部不補充等による職員数の適正化を図っていく。


